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令和５年度 第１回山梨県地域クラブ活動推進連絡会（概要） 

１．日時 ： 令和５年 7 月２４日（月）１４時００分から１６時３０分 

２．場所 ： 防災新館 ４０９会議室 

３．参加者： 

 

  



４．内容 ：（１）報告 

① 国における休日部活動の地域移行の動向について 

② アンケート調査結果について 

③ 山梨県の各市町村の現状と課題について 

（２）議事 

① 山梨県における休日部活動の地域移行に向けた方向性について 

② 市町村のロードマップと本年度の県の取組について 

③ その他 

（３）連絡事項 

① 「やまなし学校部活動及びやまなし地域クラブ活動の在り方等に関する 

総合的なガイドライン（体制整備に関する手引き含む）」について 

② 今後の山梨県地域クラブ活動推進連絡会について 
 

５．主な発言 

○スポーツ競技団体が行なう競技力向上と、中学校部活動の地域以降との兼ね合いの中で、

指導者の重なりがおこることが予想される。今明確な答えは求めないが、このような問

題に対しての見通しを持っていた方がよい。 

○市町村に向けてのロードマップが、現状での多くの子供たちの部活動をどう担保してい

くかに繋がっている。甲府市や昭和町はコーディネーターを中心に具体的な動きで進も

うとしている。それを受けて他の市町村が どのように参考にして、また具体的に進んで

いくかが大切である。 

○働き方改革の観点から、専門性がない先生が部活動をすることの大きな負担を軽減する

ことと、部活動が大好きな専門的な先生方をどのように活かしていけるかを考えること

が大切だと思う。 

○これからやることは、地域がこれから新しい作り方をみんなで考えて、 そこに遭遇した

人たちが何をやれるか、何かすごく大きいことをやるではなくて、身近に寄り添える子

供たちの目線で、何かができればいいかなと考える。小さなことから、地域に寄り添っ

て、そしてやれることから地域に移していけばいいと思う。 
 

【第１回推進連絡会を終えて】 

○国の動向、アンケート結果、市町村の現状を知っていただいたなか、本県の方向性や市町村

ロードマップを示し、委員の方々のそれぞれの立場から貴重な意見をいただくことができた。 

○指導者の量と質の確保について、各自治体でのこれまでの実績や広報活動が基本となるが、

県の取組のひとつにある「人材バンクシステム」の活用も求められているので、各自治体の支

援ができるシステムの構築・運営をおこなっていく。 

○休日部活動の地域移行における、国・県・各自治体の情報が地域の方々（子どもたち・保護

者・学校）に伝える方法を考えていく。⇒リーフレット等の作成など 



 


